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愛媛県における地域福祉を推進する人材
づくりに関する提言

聖カタリナ大学人間健康福祉学部講師 高杉　公人
～人材養成から人材づくりへのパラダイムシフト～

1.　地域福祉を推進する人材とは？
　「地域福祉を推進する人材」という言葉から、何がイ

メージできるのであろうか？一般の人の多くは、「地域

で暮らす高齢者や障害者をサポートするボランティアの

ような人」をぼんやりとイメージできたとしても、具体

的にどんな人が何をしているのかを具体的に説明できる

人は少ないであろう。自治会等が行う地域活動に関わっ

ている人であれば、時々相談に乗ってくれる民生委員や、

地域活動を行う際に顔を合わせる社会福祉協議会の職員

をイメージできるかもしれないが、地域活動にあまり関

わりが無い人や、そもそも自治会に加入していない人に

とっては、そもそも「地域福祉」とは何かがイメージし

づらく、それを推進する人材と言われてもピンとこない

というのが本音であろう。そのような人の為に、本論文

では「地域福祉」とは何かを論じると同時に、それを推

進する人材の性質についての説明を行う。更に、愛媛県

における地域福祉を推進する人材づくりの状況を分析し

た上で、愛媛県に必要な地域福祉人材を「つくる」方法

について提案を行うことを目的として設定する。

　まずは「地域福祉」とは何かについて概説する前に、

現代の日本社会において地域福祉が重視されるように

なった背景を説明したい。今までは、日本は制度を基軸

にしたサービスの提供による福祉を中心に展開してきた

が、少子高齢化の進行によって、現在及び将来にわたっ

てサービスを提供し続けることが難しくなってきた。更

に、高齢者、障害者、子ども、といった限られた福祉の

受け手のニーズを満たすだけではなく、ホームレスや外

国人といった新しい福祉の対象者に対してニーズを満た

す必要性も生じ始めた。

　このような社会背景から、国は今までの制度サービス

重視の福祉から転換を図るために社会福祉基礎構造改革

に取り組み、多様な主体によりサービスを提供できるよ

う制度改正を行った。平成12年に社会福祉法が制定さ

れ、その第１条では「地域における社会福祉の推進を図

る」と明記され、制度化された社会福祉事業だけでは無

く、ボランタリーな事業も含むあらゆる分野共通の事業

を地域福祉として展開していく方向性が示された。この

概念が地域福祉であり、社会福祉法に地域福祉の概念を

定めることにより、地域住民による支え合い・助け合

いを再認識して、制度サービスで賄えない福祉ニーズ

を、ボランティアや NPO などの市民活動による支援や、

様々な事業者や団体による民間によって福祉サービスを

提供することにより満たすことが目標とされたのであ

る。

　そして「地域福祉を推進する人材」の主体となるのは

地域住民である。社会福祉法の第4条には、①地域住民、

②社会福祉事業者、③社会福祉活動者、の3者が相互協

力のもとに地域福祉の推進に努める必要性が明記されて

いるように、地域住民がボランティアや NPO、もしく

は制度委員とも呼ばれる民生委員・児童委員として、専

門職と連携して地域社会の生活問題に取り組んでいるの

である。このような日本における地域福祉の担い手の状

況を、加納は図１に表している。日本における地域福祉

活動は、ケアサービスの直接的な提供を中心とする「ケ

アワーク」の活動と、地域の主体性を高めるように間接

的に地域の団体同士をつないで組織化する「コミュニ

ティワーク」の活動とに分けられる。地域における支え

合いやつながりづくりの再構築が謳われる現代におい

て、コミュニティワークを担う人材の育成が重要となる

筈だが、現状ではケアワークの人材確保が優先され、コ

ミュニティワークが水面下に沈んでいる状況であると加

納（2003）は危惧している（p.97）。地域におけるケ
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アを担う人材も、コミュニティワークを担う人材も同様

に重視して人材づくりを行うことが日本社会全体の課題

となっている。

　更に地域福祉活動を推進する人材づくりを考える上

で、「専門職と非専門職のバランス」も重要なポイント

である。確かに、地域福祉の活動主体は住民であり、非

専門職である地域住民が自発的に地域福祉活動を行うこ

とが重要なのは言うまでも無いが、コミュニティワーク

の実践を円滑に行う上で専門職の存在は欠かせない。地

域に存在する様々な地域活動を行う個人や団体といった

「人的資源」をもれなく把握し、それを効果的につなげ

て地域福祉を活性化する活動は、特別な技能を身につけ

た専門職でないと実施は不可能である。厚生労働省の社

会援護課が地域福祉の専門家集団と取りまとめた「これ

からの地域福祉のあり方研究会報告書」には、自助（自

分の責任で、自分自身が行うこと）、公助（個人や周囲、

地域あるいは民間の力では解決できないことについて、

公共が行う福祉サービス）、共助（自分だけでは解決や

行うことが困難なことについて、周囲や地域が協力して

行うこと）が一体化した新たな支え合いを地域で作るこ

とが重要と明記してあり、それを行う為には、自助・公

助・共助をつなげて組織化する専門職「地域福祉コーディ

ネーター」を設置する必要があると説明し、専門職の存

在の重要性を謳っている（p.47）。　　

　しかしながら、現状の日本社会は、地域福祉を担う専

門職と非専門職のバランスが取れているとは言い難い。

地域福祉を担う専門職として、社会福祉協議会の地域福

祉活動専門員やボランティアコーディネーターが殆どの

市区町村に存在はしているが、十分な人数が存在してい

ない。地域住民の参加を促して自助・公助・共助が一体

化した支え合いの仕組みづくりを行うには、小学校区と

いった小地域を活動範囲として地域福祉コーディネー

ターを配置するのが理想であるが、膨大な人件費がかか

ることから配置が進んでいない。更に、近年の社会保障

の緊縮財政の影響を受けて、制度サービスを受けられな

い、もしくはサービスを利用できない「制度の狭間」に

陥った人々を地域が受け皿となる必要が生じている。こ

のような人々は非常に支援が困難な難しい課題やニーズ

を持った人が多く、それを地域で支えるために、個別支

援と地域支援を統合的に実施できる高いスキルを持っ

た「コミュニティソーシャルワーカー」が必要であると

言われているが、専門職であるコミュニティソーシャル

ワーカーを配置している市区町村は限定的である。

　地域福祉の人材づくりにおける「専門職と非専門職の

バランス」の問題は、非常に解決が難しい。少子高齢化

が進む日本において、社会保障の財源不足が深刻化する

中で、専門職を増加させる為の財源を確保するのは容易

ではない。そもそも制度福祉の限界説が地域福祉の重要

性を高めたという皮肉な社会背景もあり、地域福祉に関

わる専門職を増やすことに関して多くの自治体は二の足

を踏んでいる。そのために、どうしても資金がかからな

い地域住民のボランティアに過剰な負担を課すことに

なってしまい、「地域主体」ではなく「地域任せ」になっ

ているという現状である。

2.　愛媛県内の地域福祉人材の現状と課題
　愛媛県における地域福祉を推進する人材の現状につい

て、統計指標の結果をもとに考察すると以下のようにな

る。まずは地域福祉の推進を担う非専門職の状況である

が、総務省統計局の平成18年度社会生活基本調査によ

ると、平成17年度の1年間に愛媛県内でボランティアを

行った総数は34万6千人で、行動者率は28.3％となっ

ており、全国の行動者率26.0％よりやや高めとなって

いる。ボランティアの活動内容については図２に示され

るとおり、まちづくりのための活動の行動者率が16．2％

で全国平均の12.0％よりも高い結果が出ているが、健

康や医療サービスに関係した活動や、高齢者、障害者、

子供を対象にした活動についてはそれぞれ全国平均とほ

図1：加納（2003）地域福祉の担い手
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とんど変わらないという結果であった。これは、愛媛県

ではお祭りや伝統行事が盛んであり、それに伴う活動が

多くなっていることや、特に人口集中地区以外のまちづ

くりのための活動への行動者率が20.8％と高いことか

ら、過疎化に対する懸念からまちの活性化に向けた取り

組みが行われていると推察される。しかし、それが医療・

福祉活動の活性化にはつながっておらず、まちづくりの

ような伝統的に参加する慣習が出来ているものとは異な

り、福祉活動を行うボランティア活動への参加の敷居が

高いことが要因と考えられる。その他の非専門職の統計

では、平成24年厚生労働省大臣官房統計情報部「福祉

行政報告例」によると、愛媛県の民生委員数は3,619人

であり全国26位で、民生委員の相談支援件数も11,221

件で同じく26位と中位に位置しており、特に統計的な

特徴は見られない。

　一方、専門職の状況については、公表された統計は存

在しないが、非常に厳しい状況であると推測される。平

成の市町村合併により、役所や社会福祉協議会も統合す

ることとなり、ひとつの役所や社会福祉協議会が、非常

に広域の地域を担当することとなり、コミュニティワー

クを担う地域福祉活動専門員が一つ一つの地域に入り込

んで支援をするのは困難な状況である。

　地域のケアを担当する施設の状況は、平成24年厚生

労働省大臣官房統計情報部「社会福祉施設等調査」によ

ると、愛媛県の社会福祉施設総数は702 ヶ所で、人口

百万人当たりの社会福祉施設数は490.4 ヶ所と全国23

位と中位であり、特に児童福祉施設の総数が393 ヶ所

で、人口百万人当たりの施設数が274.5 ヶ所で全国28

位と低くなっている。しかし児童福祉施設だけではなく、

高齢者や障害者の施設数も決して足りているとは言えな

い状況で、施設職員が地域に入り込んで地域福祉活動を

行う余裕がある状況ではない。また、施設自体が住民の

住宅地から離れて立地していることが多く、施設の地域

開放が進む環境も整っているとは言えない。地域包括ケ

アを進める地域包括支援センターについても、中学校区

に１ヶ所設置することが望ましいとされているが、１つ

の地域包括支援センターが多数の地区を担当する状況

で、数自体が不足している状況である。

3.　愛媛県において地域福祉を推進する人材を「つ
　くる」ための提言～人材養成から人材づくりへ
　のパラダイムシフト～
　愛媛県で地域福祉を推進する人材の状況から、特に専

門職の人材を小地域に配置してコミュニティワークを実

践するのが難しい現状が伺える。当然、社会福祉協議会

は職員の研修等を行って専門性を高める努力をしている

が、職員の数が増えない状況では地域に入り込む絶対数

が足りず、一人の職員の負担が非常に大きいものとな

る。この状況下で懸念されるのが、非専門職のボラン

ティアや NPO に過剰な期待をして、本来専門職が行う

図2：平成18年社会生活基本調査　男女・ボランティア活動の種類別
　　  行動者率
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べきコミュニティワークの実践までも非専門職が担う状

況になることである。もちろん、「非専門職の専門職化」

そのものが悪いというわけではなく、地域で抱える福祉

問題が多様化・複雑化する中で、一般のボランティアよ

りもケアに対する専門的な知識を必要とする「認知症サ

ポーター」や「生活介護支援サポーター」、権利擁護に

関する知識を必要とする「市民後見人」等を養成するこ

とが重要であることは言うまでもない。しかし、それが

専門職の不足を非専門職が補うという理由で行われてし

まうと、ボランティアや NPO 活動への地域住民の参加

のハードルを上げてしまいかねない。現状では専門職の

数を増やすことは極めて難しく、それに対する即効性の

ある解決策がある訳ではないが、行政や社会福祉協議会

がしっかりとスクラムを組んで、助成金の活用や自主財

源を作りながらでも小地域に専門職配置を進める努力を

怠ってはならない。

　深刻な人材不足の中で、地域福祉を推進する人材を作

るためには、地域福祉の「人材養成」を中心とした考え

方から「人材づくり」の考え方にパラダイムをシフトす

る必要がある。現在は、地域福祉に関わる専門職や非専

門職に対して「養成研修」が人材育成の中心となってい

る。養成研修そのものはもちろん重要であるが、特に愛

媛県内の過疎地域では、研修を行うにしても人材が集ま

らないことが有り得る。そもそも人材を養成するという

考え方は、存在する人材のスキルアップを目指すという

ことであって、人材が存在しない場合にどうするのかと

いう考え方に乏しい面がある。この状況を変える為に、

養成研修は推し進めながらも、もしも対象者が存在しな

ければ外から人材を誘致するといった開発の概念を含む

「人材づくり」を積極的に推進する必要がある。以下の

３つが、愛媛県において地域福祉人材を「つくる」為の

提言である。少しでもこれらの方策が愛媛県の地域福祉

の推進のヒントになれば幸いである。

1.　地域における「まちづくり組織」と「福祉組織」
　が一体的に活動できる協議体の形成
　統計でも示されるように、愛媛のボランティアの特徴

として「まちづくり」への参加は多いが「福祉」への参

加は少ないという現状がある。しかしながら、実際にそ

れを中心的に動かす地域リーダーは、まちづくり活動も

福祉活動も役職を兼務して行っていることが多い。更に、

近年は災害支援のように、まちづくりの課題と福祉の課

題との垣根が無くなってきている。これに対して、全国

的に「まちづくり」と「福祉」を一体化して地域に中心

的な協議体を作るという動きが盛んになっており、間も

なく愛媛にもその流れが来ると予想される。組織の垣根

を無くすことで、まちづくり活動を行う人が、福祉の活

動に踏み出しやすくなるという効果が期待できる。更に、

まちづくりにしか使えなかった予算を福祉でも使えると

いうメリットが生じると考えられる。地域が主体となっ

てボトムアップで活動しやすい協議体を作ることができ

れば、メリットは大きい。

2.　「学」との連携による中間支援組織の強化
　　～福祉のサテライトラボづくり～
　愛媛県において、地域福祉を推進する中間支援組織は

社会福祉協議会が中心であるが、市町村合併によるエリ

アの拡大で社会福祉協議会の職員が地域に入る余裕が無

くなっている。このような現状を打破する為に、社会福

祉協議会が大学と連携を深めて、大学の学生や教員と

いった研究人材を活かす方法が考えられる。近年、地域

の空き店舗や集会所に、「大学のサテライトラボ」を開

設することで、地域の活性化を促したという事例が報告

されている。そこを大学の研究者や学生に開放し、大学

の研究者や学生が地域研究を行い、まちを活性化する方

策を地域住民と一緒に考えて実践することで、大学にも

地域にも双方のメリットが生じる。福祉においてもこの

ような手法を活用し、人材が不足して地域福祉活動が活

発でない地域に、福祉のサテライトラボを作って地域に

福祉人材を誘致する方策を研究者や学生が社協職員や地

域住民と共同で考え、一緒に地域福祉活動を行うことで

地域福祉の活性化を目指すのである。特に愛媛県では、

大学が人口密集地に集中していることもあり、過疎に悩

む地域が大学のサテライトラボを誘致することで、本当

に支援が必要な地域に「学」の力が流入することが見込

まれる。

3.　愛媛県レベルでの地域福祉支援計画策定によ
　る人材づくり支援
　愛媛県においては、人口密集地とそうでない地域の地

域福祉人材の量と質の差共に大きい。自分たちの市町村

だけでは地域福祉人材が不足している地域に対して、集

中的に県レベルからの支援を行い、NPO だけでなくコ
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ミュニティビジネスや社会起業といった新しい取り組み

を考えている人材を誘致・派遣することができるように

すべきであると考える。
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